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はじめに
　「図書館員のキャリアマネジメント」の特集にあ
たり，大学図書館の動向として，『大学図書館職員
の専門性と専門研修のあり方について』1）（以下，

『報告書』）を紹介する。『報告書』は，2015年１月
～12月まで国公私立大学図書館協力委員会（以下，
委員会）の下に設置された，「研修のあり方に関す
るワーキンググループ（以下，WG）」の検討結果を
まとめたものである。
　委員会の目的は「国公私立大学図書館が相互に
協力して，大学図書館運営に共通する問題を検討
し，その改善を図ること」で，1982年に設置され
た。国立大学図書館協会（以下，国大図協），公立
大学協会図書館協議会（以下，公大図協），私立大
学図書館協会（以下，私大図協）から選出された13
の会員館で構成され，常任幹事会のほか，『大学図
書館研究』編集委員会，大学図書館著作権検討委
員会などの専門委員会が設置されている。
１．研修のあり方WGの役割と活動方針
　WGの役割は，国立情報学研究所（以下，NII）の
図書館職員向け専門研修「学術情報リテラシー教
育担当者研修」と「学術情報ウェブサービス担当
者研修（旧学術ポータル担当者研修）」が2015年度
をもって終了することに伴い，「①研修の成 
果を評価すること」「②今後の大学図書館職員に
求められる専門性と研修のあり方を検討するこ
と」であった。メンバーは，各協会・協議会か
ら推薦された９名（国大図協：４名，公大図協：１
名，私大図協：３名＋事務局１名）で構成された。
　国公私の枠組みで人材育成の検討を行うのは
初めてであったため，情報共有から始めた。大
学設置基準により設置された図書館として多く
の課題を共有している反面，図書館員のキャリ
アマネジメントにおいては国公私による違いに
加え，大学固有の事情がある。当たり前のこと
ではあるが，大学図書館職員は図書館員である
前に大学職員である。その専門性は，大学経営

や大学を取巻く社会情勢の文脈に位置づける必要
があるということを共有したうえで，検討を進め
た。
　また，文献調査および有識者へのヒアリングを
行った。ヒアリング項目は，「今後の大学図書館職
員に期待される役割」「専門性の可視化」「人材育
成に必要なこと」「研修として行うべき事項」の４
点で，図書館業界内外の研究者，大学職員，大学
図書館職員（管理職，現場担当者），委託業者など，
16名の協力を得ることができた。
２．大学図書館職員の専門性と周辺状況
　『報告書』は４章で構成される。第１章では，報
告書で取り上げる範囲について詳述している。WG
の議論の中で「専門研修を評価するためには，大
学図書館職員の専門性をとらえ直す必要がある」
ことを痛感した。そこで，『大学図書館の整備につ
いて（審議のまとめ）』（2010年12月）を参考に，「教
育・学習支援」，「研究支援」，「学術情報基盤構築」
の三つを大学図書館職員の専門性の主要なカテゴ
リと位置付けることとした（図１）。
　第２章では，大学図書館職員を対象とした研修
を俯瞰し，各協会・協議会による研修の実施状況

図１．大学図書館職員の専門研修再構築概念図
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をまとめた。それに加え，国公私の委員会とNII
との協定に基づく「連携・協力推進会議」を取り
上げた。大学図書館とNIIとは，総合目録データ
ベースの構築とそれを活用したILLシステムを始
め，電子ジャーナルの購読等に関するコンソーシ
アムや，大学の研究教育成果を収集・発信する機
関リポジトリ等，大学図書館機能の根幹にかかわ
る事業を共同で行ってきた。これらの事業に関連
する人材育成は各委員会が担うことになっており，
研修の受け皿がある。一方，各委員会には，現場
担当者を主力とした課題解決の作業部会やWGが
設置されている。人材育成の手段として，研修は
一定レベルの内容を効率的に学ぶのに効果がある。
しかし，大学図書館を取巻く環境が大きく変化し，
かつ職員が減少する傾向にある中で専門性の獲得
や経験を積むには，数日間単位の研修では不足が
ある。プロジェクトベースの協働の場を活用する
ことが，変化の時代の人材育成には有効である。
３．国立情報学研究所専門研修（図書系）の評価
　ここでは，従来の専門研修の評価について，第
３章の概要を記す。
　評価の材料は，NIIから提供を受けたアンケー
ト結果（受講生および講師）を用いた。研修の評価
には「反応」「学習」「行動」「結果」の四つの要素
があるが，今回は主に「反応」の分析を行った。
その後の行動にどのように結びつき，職場に還元
されたのかについては検証ができなかったため，
有識者ヒアリング（受講生および講師経験者）で得
られた情報で補った。
３－１．学術情報リテラシー教育担当者研修
　学習・教育支援の理論から実践的スキルまで体
系的・総合的に学べる国内唯一の研修で，2003年
度～2015年度までに1,251 名の受講があり，担当者
育成に大きく貢献した。データベースの活用法を
教育手法のコマに置き換える等の継続的なカリ
キュラムの改善により，受講生の評価や研修への
ニーズは高まっていた。一方で講師陣からは，研
修内容や受講生の知識・意識レベルの格差拡大な
どに対する課題が寄せられていた。
　学習・教育支援において図書館が求められる役
割がますます大きくなる中，より多くの大学図書
館職員が参加しやすい研修形態を考慮しつつ，効
果的かつ効率的な研修プログラムを作成し，継続
的に実施する必要があるという結論になった。
３－２．学術情報ウェブサービス担当者研修（旧

学術ポータル担当者研修）
　内容と名称が変遷しつつ，2003年度～2015年度
までにトータルで750名が受講した。2005年度まで
はポータル構築のための最新技術や事例報告，企
画書作成等で構成された（198名受講）。2006年度～
2010年度は内容が機関リポジトリに特化されたが

（325名受講），2011年度にデジタルリポジトリ連合
（DRF）にその内容が引き継がれると，ウェブサー
ビス中心のカリキュラムに一新された（227名受
講）。実施は外部業者に委託され，形式は「講義中
心からワークショップ中心」へと変更された。
2013年度には内容に合わせて名称が改められた。
　明確な学習目標の設定とカリキュラムの最適化
により，受講生からの評価は高かった一方で，直
近の内容は大学図書館職員に固有のテーマを扱い
つつも，各種ワークショップの体験，コミュニ
ケーション・スキルや企画能力の開発に重心が
移ってきていた。高い評価をしつつも，今後は大
学という組織の中で新たに図書館に求められる役
割に，積極的かつ柔軟に対応していくためのテー
マ設定が必要という結論になった。
４．これからの大学図書館職員の専門性と研修の
あり方

　ここでは，大学図書館職員の主要な専門性と位
置付けた「教育・学習支援」，「研究支援」，「学術
情報基盤構築」について，第４章の概要を記す。
４－１．教育・学習支援にかかる専門研修
　図書館職員が教育・学習支援能力を獲得する手
段として研修は有効であり，大学図書館界として
継続的な実施が求められる。
　内容は，情報リテラシーのテクニカルな内容を
伝達するスキルだけではなく，高等教育の動向，
学習理論に関する知識を土台として学ぶ必要があ
る。研修自体に反転授業やe-learning 等の新しい
教育手法を取り入れ，参加しやすい形態を検討し
たり，新しいカリキュラムの策定をしたりする受
け皿が必要である。横断的・持続的に活動できる，
新たな組織としてのコミュニティ形成が望まれる
ところである。
４－２．研究支援にかかる専門研修
　図書館が従来から研究支援ととらえてきた機能
は大学全体の研究支援活動のごく一部である。全
体像を把握し，関係部署との連携体制を整えつつ，
大学図書館の強みを生かした研究支援を行う必要
がある。大学の特色がこれまで以上に強く打ち出
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されていく中で，各大学で必要とされる支援のあ
り方は異なるが，基盤となる知識・スキルや事例
の共有には研修が有効である。オープンアクセス
への取り組みは研修制度の整備が進んでいるが，
研究支援の全体のあり方については，今後の調
査・検討が求められる。
４－３．学術情報基盤構築にかかる専門研修
　伝統的に大学図書館が担ってきた情報資源（古
典籍などの特殊な資料を含む）の収集・保存・組織
化・提供にかかる専門性は今後も必要であり，大
学図書館職員の基礎となるものである。電子化の
進展などによって，従来型の蔵書構築やサービス
の価値に変化が生じ，今後も変化し続ける状況を
踏まえ，これに対応できる人材育成を可能とする
ような研修のあり方が求められている。
５．『報告書』発行後の動向
　『報告書』の結びに，「報告書提出はゴールでは
なくスタートラインに立ったところであり，今後
も何らかの形で継続的な検討の場が設けられるこ
とが望まれる。」と記述した。残念ながら，国公私
の枠組みでの検討の場は終了したが，その後の活
動につながるいくつかの動向を紹介したい。
５－１．国大図協の動向
　『報告書』とりまとめの最終段階に入った2015年
11月，国大図協の機能・活動の新たな方向性を打
ち出すため，国大図協総務委員会の下に「ビジョ
ン策定小委員会」が設置された。2016年６月の国
大図協総会で『ビジョン2020』2）が採択され，これ
に基づいた新たな委員会体制が８月に発足した。
従来から設置されている総務委員会に加え，オー
プンアクセス（機関リポジトリ等），学術資料整備

（電子ジャーナル購読等），学術情報システム（電子リ
ソースを含めた総合目録データベース等），図書館環境
高度化（教育・学習支援，研究支援サービスや，利用
環境の向上等）といった喫緊の課題解決に取り組む
委員会が設置され，必要とする人材育成・能力開
発をも担うことになっている。
　『報告書』でまとめた三つの専門性とはカテゴラ
イズこそ異なるものの，これらを網羅し，より強
固に推進する体制として，期待される。
５－２．私大図協東地区部会の動向
　私大図協東地区部会では，従来実施していた研
究分科会，研修分科会，および年に１回開催して
いた研修会に加え，以下の活動を計画していると
のことである。

・地域研修（北海道，東北，北関東，甲信越・東海の
各地域の加盟校の参加が容易な開催地での研修を企画
し，実施する）

・オンデマンド研修（双方向型のラーニングデザイン
によるインタラクティブな研修を実施するためのプロ
ジェクト）

　地域研修については，地域活性化および新規研
修プログラムの一つとして，2016年10月に「教育・
学修支援」をテーマとした「図書館員スキルアッ
プコース」を実施する。この研修は「私立大学図
書館が現在直面している共通の問題をテーマに取
り上げ，解決に向けて参加者が自ら考え，参加者
同士のコミュニケーションから学び，業務で実践
的に活躍できる能力を養う」ことを目的としてい
る。こうした新たな取り組みは，私大図協におけ
る大きな課題の一つであった，地域格差や職場を
離れた研修への参加のしにくさ等を解消する活動
であり，今後のさらなる普及が期待されよう。
さいごに
　『報告書』で取り上げた専門性は大学図書館に共
通する機能であり，大学図書館界で継続的に人材
育成を行なっていく必要がある。ただし，こうし
た機能には普遍性があるものの，実現の手段，必
要な知識・スキルは時代とともに変わり続けてい
く。専門研修は，「学び続ける」ことができる人材
と，学びを支える組織文化があって初めて，持続
的かつ有効に機能することを忘れてはならない。
また，専門研修は，確立されたスキルによる安定
的・継続的な業務にかかるものと，変化に対応し
た新しい枠組みの構築にかかるものという，二つ
の方向性があることをより強く意識しながら，人
材育成策全体の中でデザインされる必要がある。
　本『報告書』が，大学図書館職員の専門性の確
立と育成，ひいては「図書館員のキャリアマネジ
メント」に資することができることを願っている。
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